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要    旨 

 

本研究は，行動問題を示す自閉症児に対して，アセスメントに基づいて適切な要求行動を形成 

することによって，行動問題の低減を図ることを目的とした。自立活動の時間における指導を活 

用し，課題学習場面から生活場面での使用に向けて，段階的な支援により，カ－ドによる要求行 

動を形成した。その結果，適切な要求行動が生起し，結果的に行動問題は低減した。さらには， 

設定場面以外でも要求行動が生起するようになった。 

    キ－ワ－ド：行動問題 自閉症児 アセスメント 要求行動 カ－ド 

 

Ⅰ 主題設定の理由 

 

発達障害を有する児童生徒は，時として，周囲の人に受け入れられないような行動を示すことがある。こ

のような行動は行動問題と呼ばれ，社会参加を阻害する大きな要因となるため，生活の質を高めるために解

決すべき重要な課題である（坂井・宮崎，2009）。この行動問題は，本人のみならず周囲の子どもを巻き込

み，授業や学級経営にも支障をきたす場合があることから，行動自体を無くすことに主眼を置いた対応をす

ることが多い。しかし，そのような対応では，児童生徒の活動参加の機会が奪われ，適切な行動を身に付け

ることができず，結果として生活の質を下げることになる（平澤，2010）。 

近年では，行動問題の改善を図るためには，行動問題そのものへのアプロ－チより，対象者にとってその

場で望まれる行動の形成を図ることが有効であるといわれ，例えば，坂本（2002）は，泣く，指導者をたた

くなどの行動を示す生徒に対し，生徒が興味を示している作業活動を学校生活の中心に据えて，活動内容や

指導者の対応を改善した。その結果，行動問題はほとんど生じなくなった。また，平澤・藤原（2002）は，

課題場面で激しい頭打ちを示す重度知的障害児に対し，課題の遂行手続きを形成した上で選択機会を取り入

れ，課題の嫌悪性を低減させることで，頭打ちを減少させた。 

さらに，行動問題はコミュニケ－ションの機能をもつことも示唆されている。特に，表出言語をもたない

発達障害児のコミュニケ－ション行動は，かんしゃくや攻撃などの行動問題として現れることも多い（Andy 

Bondy・Lori Frost，2006）。 

これらコミュニケ－ション機能を持つ行動問題の改善方法として，AAC（Augmentative and Alternative 

Communication＝補助代替コミュニケ－ション）の活用がある。AACでは，身振りや手指サイン，実物・写真

・文字・電子的エイドなど様々な手段が活用される。その中で，動作模倣を必要とせずにコミュニケ－ショ

ンを教える方法としてPECS（Picture Exchange Communication System ＝絵カ－ド交換式コミュニケ－ショ

ンシステム；Andy Bondy・Lori Frost，2006）がある。PECSは，シンボルや写真などのカ－ドを音声言語の

代替としてコミュニケ－ション方法を学習するものであり，表出性のコミュニケ－ションの障害を補うもの

として一定の効果を示している。 

本校小学部にも，行動問題を示す児童が在籍しており，対応に苦慮していた。そこで，上記の観点から，

アセスメントに基づいた前向きな支援，つまりこの場で期待される適切な行動であるカ－ドを使った要求行

動を形成することにした。 

 

Ⅱ 研究目標 

 

表出言語が見られず，行動問題を示す児童に対して，自立活動の時間における指導（以下，自立活動と示

す）の個別課題学習を通してカ－ドによる要求行動を形成する。その上で，生活で生じる他の要求への活用



が見られるか，また，このことにより行動問題が低減されるかを検討する。 

 

Ⅲ 研究仮説 

 

 対象児の示す，指導者をたたいたり蹴ったりするという行動問題に対して，その行動のもつ機能や生起条

件に関するアセスメントをし，行動問題と等価な代替行動の形成を図ることで，適応的な行動が増加し，こ

れに伴い行動問題が低減される。 

 

Ⅳ 研究の実際とその考察 

 

１ 研究方法 

(1) 対象児 

対象児は本研究開始時７歳11ヶ月，小学部２年生の男子児童であった。重度の知的障害を伴う自閉症と

診断された。コミュニケ－ション面では，一部発声はあるが有意味な表出言語はなかった。要求などの意

思表示は，指導者の側に近寄り腕を取って伝える程度であった。音声言語による指示の理解は困難であっ

た。運動機能面では，粗大運動，微細運動ともに大きな問題はなかった。一方，身辺処理面では，排せつ

の自立が未確立であり，食事は幼児用のミルクの摂取のみと顕著な遅れが認められた。S-M 社会生活能力

検査の結果からも同様のことが示された。泣き叫びながら，腕を振り上げて人をたたいたり，蹴ったりす

る行動問題を示していた。 

(2) 標的行動の選定 

先行研究により，行動問題が①注目の獲得，②嫌悪事態からの逃避，③物や活動の獲得，④自己刺激な

どの役割を果たしていることが明らかにされている（Carr and Durand，1985）。そこで，行動問題のも

つ機能を推定するために，MASと行動観察の二つの方法でアセスメントを行った。 

ア MAS（Motivation Assessment Scale） 

対象児を担当する指導者（以下，担任と示す）３名でMAS を実施し，３名の得点の平均から機能を推

定した。結果は，①注目の獲得2.3，②嫌悪事態からの逃避4.8，③物や活動の獲得2.2，④自己刺激2.6

であり，対象児の示すたたく行動は，嫌悪事態からの逃避の機能をもつことが推定された。 

 イ 行動観察 

MAS による機能推定の確かさを確認するため，行動観察を実施した。 

行動観察は，O'Neill ら（2003）を参考に作成した記録用紙を用い，行動問題が起こる直前の状況と，

直後の結果について記録した。なお，行動観察に当たった期間は，５月20日から７月31日までの37日間

であった。 

その結果，行動問題はほぼ毎日生起し，多い日では，１日当たり12回の生起が認められた。徐々に減

少傾向を示したものの，平均では２回生起した。 

また，行動問題の生起場面を分類すると，最も多かったのが教室での自由遊びで，教室間の移動時，

哺乳瓶を指導者に手渡した直後の順であった。逆に，個別課題，体育，昼食時間，登校時，マラソンで

はほとんど生起しなかった。 

行動観察では，標的行動の「起こりやすい場面」と「起こりにくい場面」を特定し，両場面の条件差

を比較することで，課題解決の糸口を見いだすことができるといわれる（平澤，2010）。そこで，上述

した結果から，たたく行動が起こりやすい場面と起こりにくい場面との条件差を比較すると，起こりに

くい場面は，一週間を通じて毎日行われている活動であり，活動内容や所要時間など，対象児にとって

見通しをもちやすい活動なのではないかと考えられた。逆に，起こりやすい場面で最も多かった教室で

の自由遊びでは，何をすべきなのかが分からないことや，決まった活動がないことにより，時間的な見

通しをもちにくいことが考えられた。 

以上の結果から，MAS において叩く行動は嫌悪事態からの逃避であると推定されたが，行動観察を併せ

て考えると，対象児にとって，何をすればよいか分からないという状況が嫌悪事態であり，見通しがもて

ない不安の解消を要求する行動であるととらえることができた。そこで，本研究におけるたたく行動は要

求の機能をもつコミュニケ－ション行動であると仮定し，標的行動を要求行動の形成とした。 

(3) 支援ツ－ルと指導場面 

ア 支援ツ－ル 



図１ おねがいカ－ド 

対象児は有意味な音声表出言語がなく，たたく，蹴るなどの行動問題によって意思伝達をしていたこ

とから，音声言語を用いないコミュニケ－ション手段を確立する必要があると考えた。 

音声言語を用いないコミュニケ－ション手段には，身振りサインや手話などの

「マニュアル手段」と，絵や写真，文字などの「補助的伝達手段」があり，「補

助的伝達手段」には，簡単な操作で的確に伝達内容を他者に伝えることができる

という特徴がある（藤原，1997）。また，要求に用いるツ－ルは，要求事態への

即時対応が可能で常時携帯できるもの（関戸，1996）が望ましいことから，対象

児の要求伝達に用いるツ－ルをカ－ドとすることにした（図１）。 

イ 指導場面 

コミュニケ－ション行動の形成をするに当たり，コミュニケ－ションの基礎として，物の受け渡しな

どのやりとりの学習が必要（藤原，1997）であることや，環境統制が容易な指導室は，効率良い指導に

有効であることから，カ－ドの機能化を目的とした指導期１・２では，自立活動の個別課題学習場面を

選定した。 

(4) 研究デザイン 

研究デザインは基本的にABデザインとし，Ｂの指導期で，段階を追ってカ－ドの使用方法をより日常生

活場面に近いものにするようにした。 

(5) 期間 

指導期間は，2010年５月～12月であった。 

(6) 指導内容 

各指導期における介入条件を表１に示した。また，指導期１・２の個別課題

学習の場面設定を図２に示した。場面設定に当たってはPECSを参考にした。操

作のしやすさから，机上に「おねがいカ－ド」を置いた。課題を提示する役割

の指導者（以下MTと示す）に加え，児童の後ろに座り身体支援する黒子役の指

導者（以下，プロンプタ－と示す）の２名を配置した。MTは担任のうち１名が

行い，プロンプタ－は筆者が行った。カ－ドを使用する課題は，対象児の技能

レベルや好みを査定し，型はめ課題とした。 

なお，個別課題学習をするに当たっては，課題への反応を高め逸脱行動の生 

起を防ぐ目的から，村中・藤原・伊藤（2007）を参考に，課題提示の試行間間 

隔を０秒にすることを心がけた。 

  指導期２の課題学習は，指導期３の台車遊び場面での指導開始後も継続して行った。 

 

表１ 各指導期における介入条件 

 指導期１（形成期） 指導期２（活用期１） 指導期３（活用期２） 

目的 
要求としての 

カ－ドの機能化 

携帯したカ－ドの 

操作方法の理解 

他場面での 

カ－ド使用の促進 

場面 個別課題学習 体育館での台車遊び 

要求方法 机に置かれたカ－ドを渡す 携帯したカ－ドを見せる 

要求内容 型はめ課題のピ－スがほしい 台車を押してほしい 

 

(7) 分析方法 

ア おねがいカ－ドによる要求行動の生起率 
指導期１・２は，課題学習場面のすべてを固定したビデオカメラで撮影した。この映像から標的行動

の生起数を数え，おねがいカードによる要求行動の生起率を，「自発的要求の回数／要求機会数×100
（％）」で算出した。 

なお，指導期３は，体育館という場面特性から，一緒に遊んでいる指導者が要求行動の生起及びプロ
ンプトの回数を記録し，上記計算式に基づき生起率を算出した。 

イ 行動問題生起数 
標的行動の選定に用いた記録用紙を活用し，行動問題の回数を記録した。また，各指導期におけるコ

ミュニケ－ションに関するエピソ－ドを随時記録した。 
 

 

机 

ＭＴ 

対象児 

プロンプタ－

図２ 個別課題学習の 

場面設定 



２ 結果 

(1) おねがいカ－ドによる要求行動の生起

率 

図３に個別課題学習場面におけるおね 

がいカ－ドの使用生起率を示した。ベ－ 

スライン期（以下，BL期と示す）では, 

０％であった。指導期１では，セッショ 

ン２および５でカード使用生起率が50％ 

であった以外は，セッション７まで０％ 

が継続した。セッション８以降，徐々に 

生起率が上昇し，セッション11以降カ－ 

ドによる要求行動が安定して生起した。 

セッション７の終了時点で手続きを確 

認したところ，課題の提示が遅いこと， 

カ－ドを手渡した時点ではなく，型はめ 

板を手渡した時点で強化していることが 

分かった。そこで，課題提示を速くし， 

本来期待すべき行動に対して正しく強化 

が与えられるよう手続きを改善した。 

指導期２では，セッション４まで０％ 

であった。体育館での台車遊びも並行し 

た指導期３以降，徐々に生起率が上昇し 

た。指導期２で０％が継続したため手続 

きを確認したところ，技能の正確さを求 

めるがあまり，期待される行動が生起し 

たにもかかわらず，強化されていないこ 

とが明らかになった。そこで，稚拙な反 

応であってもカ－ドによる要求が生起し 

た場合に強化するように対応を改善した。 

図４に，体育館での台車遊び場面におけるおねがいカ－ド使用生起率を示した。BL期と指導期１・２で

は０％であった。指導期３では，セッション１の初めの４試行で身体支援で期待する行動を伝えると，自

らカ－ドに手を伸ばす行動が生起するようになった。さらに，指導期３のセッション５以降，カ－ドの使

用率が100 ％で安定したため，技能の正確性を高めるべく身体支援をし，指導者に見える位置まで高く上

げるようにした。その結果，指導者に対して確実に見える位置へのカ－ド提示が可能になった。 

また，この時期から，設定場面以外でのカ－ド使用が認められるようになった。１回目は，おむつかぶ

れでかゆいことによる薬塗布の要求で，２回目と３回目はミルクの要求であった。 

(2) 行動問題生起数 

１日あたりの行動問題生起数を図５に示した。BL期では，ほぼ毎日行動問題が生起し，多い日では１日

当たり12回の生起が認められた。徐々に減少傾向を示したものの，平均では２回生起した。 

個別課題学習場面でカ－ドによる要求行動を形成した指導期１における平均生起数は0.4 回で，BL期よ

り減少した。また，全く行動問題が生起しなかった日が顕著に認められ，８日間連続非生起であった。 

カ－ド提示の手続きに変更を加えた指導期２では，行動問題の生起数は平均で0.3 回であり，更なる減

少を示した。 

  日常生活場面で要求行動を形成した指導期３では，平均0.1 回の生起であった。 

 

３ 考察 

(1) アセスメントに基づく要求行動の形成と行動問題 

本研究では，腕を振り上げて指導者をたたくという行動問題を示す児童に対して，MAS や行動観察など

のアセスメントをすることで行動問題の機能を推定し，推定された機能に基づいてカ－ドによる要求行動

の形成をした。その結果，個別課題学習場面と体育館での台車遊び場面でカ－ドによる要求行動が形成さ

図３ 課題学習場面におけるおねがいカ－ドの 

使用生起率 

図４ 体育館での台車遊び場面における 

おねがいカ－ドの使用生起率 

図５ 1日あたりの行動問題生起数 



れた。また行動問題生起数は顕著に減少した。これは，行動問題の改善には，行動問題への直接的対応よ

り，その場で期待される行動の形成が有効であることを示唆した研究（坂本，2002，平澤・藤原，2002）

を支持するものであった。 

また，行動問題の機能推定をするに当たって，MAS だけでなく行動観察を併せて行ったことで，より妥

当性の高いものとなったと考える。そのため，比較的容易に行動問題が適切なコミュニケ－ション手段に

置き換えられたと推測する。 

(2) 要求行動形成に関する手続きの改善と成果 

要求行動の形成に当たっては，指導期１では要求としてのカ－ドの機能化，指導期２では携帯したカ－

ドの操作方法の習得を図り，指導期３で生活場面での活用というように，段階的な指導を心がけた。この

ことにより，指導期２と３において比較的早期に要求行動が形成されたと考えられる。 

指導期１では，セッション２および５を除き，セッション７まではカ－ド使用率が０％であり，カード

の使用が定着しなかった。そこで，本来期待すべきカ－ドを手渡す行動に対して, 正しく強化を与えるよ

うにしたところ，セッション９で100 ％の生起が認められ，以降も80～100 ％で推移した。このことから，

何に対する強化なのかが対象児に伝わる手続きの計画をする必要性があるとの示唆を得た。 

指導期２では，セッション４まではカ－ド使用率が０％であった。般化の力が弱いという自閉症児の特

性(Gary B.Mesibov・Victoria Shea・Eric Schopler, 2007)から，ひもで吊したカ－ドは指導期１で用い

たカードとは全く別のものとして認知された可能性があった。 

また，手続きを確認したところ，MTは対象児に要求技能の正確性を求め，カ－ドが指導者に確実に見え

るよう高く提示することを標的としたことが明らかになった。カ－ドの機能化と技能向上を同時に求めた

ことにより，対象児には真の標的行動が的確に伝わらなかったことが推察された。そこで，カ－ドを手に

取った時点で強化を与えるよう手続きを見直したところ，セッション５以降，徐々に生起率が上昇した。 

指導期３では，セッション１から60％以上の生起率が認められ，セッション５以降は100 ％を維持した。

これは，個別課題学習場面と同じカ－ドを使用したため，早期にカ－ドの機能を理解できたと考えられる。 

さらに，指導期３では，カ－ドを手に持つ行動が定着した後に，高く上げて見せる技能を指導したとこ

ろ，自発的にカ－ドを高く上げて見せるようになった。これは，まずはコミュニケ－ション行動の機能を

確立し，それからコミュニケ－ション行動の技能を向上させるという手順が有効であるという藤原(1997)

の知見と一致した。指導期２において，初期段階から技能の正確性を求めたことによる，カ－ドの使用が

定着しなかったという結果からも同様のことがいえた。 

さらに，指導期３でカードの使用生起率100 ％が３セッション続いた時点で，設定されていない場面で

の要求に対して自発的なカ－ドの使用が見られた。自閉症の特性として，般化，すなわち一つの状況でス

キルや行動を学んでも，異なる状況でそのスキルを応用することの困難さが指摘されている。しかし，本

研究で設定場面以外でのカ－ド使用が見られたことから，設定場面においてカ－ドの機能化及び操作方法

の習得を図り，段階的に生活場面に導入したことが効果を示す要因となったと推察する。個別指導場面か

ら段階的に生活場面の中に移行することで，児童の負担が少なく，比較的容易に学習が可能であることが

示唆された。 

(3) コミュニケ－ション行動指導に当たっての職員間理解 

言語行動は，その行動が受信者の行動に影響を与えることによって強化されるが，知的発達の遅れが著

しい児童の場合，表現する力が乏しいために相手に伝達意図が伝わらず，言語行動が強化されにくい状況

にある（藤原，1997）。つまり，現段階では稚拙な表現方法であっても，受け手である指導者が要求をと

らえて応じることで，要求伝達の経験を重ねることができる。本研究の目的が要求行動の形成であること

から，現時点で示される対象児の微弱な要求行動とその対応について担任３名で話し合う機会が増えた。

このことにより，共通理解の下での一貫したかかわりが可能になった。そのため，対象児の適切な要求行

動が速やかに形成されたのではないかと考える。 

 

Ⅴ 研究のまとめ 

 

本研究では，自立活動の時間における指導を通して，カ－ドによる要求行動を形成した。要求行動の形成

に当たっては，要求としてのカ－ドの機能化，カ－ドの携帯，生活場面でのカ－ドの使用と，指導目的に応

じ段階的に場面を設定した。これにより，生活の一場面である台車遊びの場面で早期に要求行動が形成でき，

さらに設定場面以外でのカ－ド使用が見られるようになったと推察される。  



このように，自立活動の時間における指導においては，将来的な目標を見据え，設定場面に終始するので

はなく，般化を視野に入れて指導内容を計画することが重要である。 

 

Ⅵ 本研究における課題 

 

本研究では，日常の至る場面で生じる要求機会を想定し，携帯型のカ－ドを支援ツ－ルとして用いた。支

援ツ－ルは可変のものであり，発達段階に応じてその有り様を見直すことが必要である。また，武蔵・大村

・浅川・大村・長浜（2010）が指摘するように，使いやすさや生活年齢に応じた形状を考えることが大切で

あることから，対象児のライフスタイルに合った支援ツ－ルの工夫が求められる。 

また，カ－ドによる要求行動を形成した結果，設定された場面においては生起が見られたが，今後，他場

面での活用を考えると，カ－ドをより機能的なものにし，様々な援助要求場面に対応できるようにする必要

がある。佐藤・島宗・橋本（2003）は，カ－ドによる要求行動に関して，指導場面と類似しない場面への場

面間般化は起こりにくいが，一つの指導場面の中で新しい援助対象への要求行動が見られるようになる場面

内般化は起こりやすいことを示唆している。このことから，今後は多くの場面でカ－ドによる要求行動を形

成し，般化を促す環境を整えていくことが必要である。また，般化を促進するためには，行動に対して即時

的に強化できるよう配慮するというような，対象児を取り巻く環境の整備が必要である(山本，1997)ことか

ら，今後も職員間での共通理解の下，一貫した対応を心がけたい。 

今回の取り組みでは，対象児の今あるスキルを基に，負担の少ない形での要求行動を形成した。今後，要

求内容の高次化が予想されることから，これまでの環境面の見直しに加え，色や形の弁別，マッチングなど，

対象児自身の能力を高める授業を並行して行うことが必要であろう。 
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